
平成(29)年度 常滑市 コード番号 市 町 村 類 型 Ⅱ-2

決 算 状 況 愛知県常滑市新開町4丁目1番地 Ⅰ-4

　　　27年 人 k㎡ 人/k㎡ 人 　区　分

国  (27年10月１日) 56,547 55.89 1,012 37,975 就 27年 844 人 8,591 人 17,091 人

　　　22年 人 k㎡ 人/k㎡ 人 業 国調 3.2 ％ 32.4 ％ 64.4 ％

調  (22年10月１日) 54,858 55.63 986 36,716 人 22年 1,005 人 8,614 人 16,569 人

  増   加   率 3.1 ％ 0.5 ％ 2.6 ％ 3.4 ％ 口 国調 3.8 ％ 32.9 ％ 63.3 ％

住台 58,943 人  昭和40.10.1以降

民 24,060 世帯  の合 併 状 況

基 58,498 人 市町村制施行

本帳 23,648 世帯 年  月  日

　　区 　　　     分 平成28年度 平成29年度     指   数  等  指定団体等の状況

千円 千円 10,104,034 千円 中部

9,758,992 千円 市町村圏

12,559,577 千円 都市整備

13,467,199 千円  土地開発公社

570,551 千円 設立の有無 有

0.97 設立       

0.97 債務保証額 

6.4 ％

10.2 ％ 事務の共同処理の状況

3,257,806 千円 ・し尿処理・ごみ処理

2,200,000 千円 ・その他

22,701,836 千円

10,676,075 千円

400,000 千円

97.4 ％

- ％ 13.2 ％ 121.9 ％

17.90 ％ 25.0 ％ 350.0 ％

　一　　　般　　　職　　　員　　　等 　　特　　　別　　　職　　　等

区　　　分  職員数 Ａ  給料月額 Ｂ
 1人当たり
支給月額

B/A  　　改定実施年月日 1人当たり平均給料月額 

（うち一般行政職） (178) 人 (51,068) 千円 (286,897) 円 平成 28年4月1日 946,000 円

　一　般　職　員 421 113,023 268,463 平成 28年4月1日 775,000 円

うち技能労務職 17 4,690 275,853 平成 28年4月1日 693,000 円

うち消防職員 88 23,748 269,861 平成 28年4月1日 503,000 円

　教 育 公 務 員 9 2,106 233,967 平成 28年4月1日 442,000 円

　臨　時　職　員 平成 28年4月1日 404,000 円

合　　　計 430 115,129 267,741

 事   業   名
法適用
の有無

資金不
足比率   収  支  額

公 病院 有 -　% △168,542 千円 800,000 千円 367 人 418,000 千円

営 訪問看護ステーション 無 0 0 3 364,433 千円

事 上水道 有 -　% 283,598 15,744 14 7,174 世帯

業 国民健康保険 無 418,000 364,433 10 12,009 人

の 後期高齢者医療 無 1,677 153,736 3 178,041 円

状 介護保険 無 95,227 626,358 10 106,359 円

況 農業集落排水 無 -　% 24,304 122,270 1 284,339 円

下水道 無 -　% 100,757 1,054,217 11

モーターボート競走 有 -　% 737,319 0 58

注）健全化判断比率の下段は早期健全化基準です。

注）資金不足比率の早期健全化基準は、モーターボート競走事業は0%、その他の公営事業会計は20%です。

市　町　村　名 232165

所　  在    地 
(29)年度交付税
種　地　区　分

　人口集中

　地区人口

　　　第１次 第２次 第３次

  区       分

基準財政需要額

基準財政収入額

標準税収入額

標準財政規模

臨時財政対策債発行可能額

　3か年平均 昭和48年4月2日

　単年度 　3,000,000千円

実質収支比率

公債費比率

積立金現在高

　うち財政調整基金

地方債現在高 　　看護専門学校

債務負担行為額 　　後期高齢者医療

収益事業収入額

ラスパイレス指数（29年度）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

　-　％

12.90　％

   区      分

 市  　　　  長

 副　　市　　長

 教    育    長

議　会　議　長

議 会 副 議 長

議　会　議　員

普通会計からの
 繰入額

  職 員 数 区　　　　分 国保会計

収  支  額

普通会計からの繰入額

加  入  世  帯  数

被  保  険  者  数

一世帯当たり保険税調定額

被保険者当たり保険税調定額

被保険者一人当たり費用

　　区　　　　分 　人　　口 　面　　積 　人口密度 　　  産　  　業　　  構　 　 造

30.1.1 なし

29.1.1 昭和29年4月1日

1 歳入総額 Ａ 21,576,291 23,282,488

2 歳出総額 Ｂ 20,780,627 22,352,419

3 歳入歳出差引額 (A-B) Ｃ 795,664 930,069

財政力指数　

4 翌年度へ繰越すべき財源 Ｄ 20,946 71,455

5 実質収支 (C-D) Ｅ 774,718 858,614

6 単年度収支 Ｆ 42,692 83,896

7 積立金(財調) Ｇ 0 0

8 繰上償還金 Ｈ 0 48,820

9 積立金取崩額(財調) Ｉ 0 200,000

健全化判断
比率10 実質単年度収支(F+G+H-I) Ｊ 42,692 △67,284

(18人)



 市 町 村 名  類　 型 Ⅱ－2 指定金融機関名

  区        分  決 算 額
経常一般
財 源(K)

(K) の
構成比

  区      分  決 算 額 構成比 充当税等額
経　常　一
般　財　源

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円 ％

12,394,158 53.2 11,392,729 83.7 人   件   費 3,163,109 14.2 2,716,492 2,716,462 (20.0) 19.2

290,946 1.3 290,946 2.1 うち職員給 2,140,947 9.6 2,140,947 2,140,947 (15.7) 15.1

15,416 0.1 15,416 0.1 扶   助   費 3,966,676 17.7 1,521,582 1,519,244 (11.2) 10.7

52,676 0.2 52,676 0.4 公   債   費 2,201,073 9.9 2,130,739 2,130,739 (15.7) 15.0

50,917 0.2 50,917 0.4 内 元利償還金 2,201,073 9.9 2,130,739 2,130,739 (15.7) 15.0

1,075,913 4.6 1,075,913 7.9 訳 一時借入金利子 0.0 (0.0) 0.0

  小      計 9,330,858 41.8 6,368,813 6,366,445 46.9 44.9

物   件   費 3,248,196 14.5 2,427,012 2,213,555 (16.3) 15.6

103,550 0.4 103,550 0.8 維 持 補 修 費 128,963 0.6 105,004 105,004 (0.8) 0.7

62,305 0.3 62,305 0.5 補 助 費 等 2,200,664 9.8 2,053,271 1,643,672 (12.1) 11.6

360,654 1.5 337,071 2.5 積   立  金 594,650 2.7 400,301

普通交付税 337,071 1.4 337,071 投資及び出資金 320,471 1.4 320,471 315,988 (2.3) 2.2

特別交付税 23,583 0.1 0 貸    付    金 107,904 0.5 760

14,406,535 61.8 13,381,523 98.4 繰    出    金 2,826,936 12.6 2,534,822 2,260,981 (16.6) 15.9

11,295 0.0 11,295 0.1 前年度繰上充用金 経常収支比率

分担金・負担金 90,953 0.4 投資的経費 3,593,777 16.1 1,217,464 (94.8) 91.0

使    用    料 435,969 1.9 57,747 0.4 うち人件費 50,800 0.2 50,800 経常経費充当一般財源等

手    数    料 129,659 0.6 普通建設事業費 3,496,715 15.7 1,167,179 12,905,645 千円

国 庫 支 出 金 2,765,856 11.9 内     補  助 1,414,447 6.3 22,302 （ ）内は、減税補てん債等を除いた数値

国有提供交付金     単  独 2,041,205 9.2 1,144,265

県  支  出  金 1,434,917 6.2 訳     県　営 41,063 0.2 612 一般財源総額

財  産  収  入 347,980 1.5 101,393 0.7 災害復旧事業費 97,062 0.4 50,285 16,357,987 千円

寄    附    金 27,708 0.1 失業対策事業費

繰    入    金 351,450 1.5

繰    越    金 395,664 1.7

諸    収    入 1,061,851 4.6 56,217 0.4

地    方    債 1,822,651 7.8

  合     計 23,282,488 100.0 13,608,175 100.0   合      計 22,352,419 100.0 15,427,918

   区      分 決 算 額 増 減 率
基準税額×

100/75
超過課税分
収入済額

決 算 額 構 成 比

千円 ％ ％ 千円 千円 千円 ％ 千円

普   通   税 11,392,729 91.92 5.3 182,027 0.8

市町村 個人分 3,163,593 25.52 3.0 3,111,037 13.9

内 民  税 法人分 630,201 5.08 2.2 7,338,519 32.8

固定資産税 7,007,214 56.54 7.2 2,326,214 10.4

軽自動車税 148,165 1.20 4.6 30,572 0.1

市町村たばこ税 443,556 3.58 △1.4 1,052,745 4.7

鉱  産  税 645,566 2.9

訳 特別土地保有税 1,981,346 8.9

法定外普通税 996,390 4.5

目   的   税 1,001,429 8.08 6.1 2,001,033 9.0

入  湯  税 97,062 0.4

内 事業所税 2,201,073 9.8

都市計画税 1,001,429 8.08 6.1 388,835 1.8

訳 水利地益税

旧法による税

12,394,158 100.0 5.4 22,352,419 100.0

　　区　　分 現年課税分 滞納繰越分

均 等 割 3，500円 ％ ％ ％

標準税率に 99.4 35.4 97.8

所 得 割 対する比率

1.00

固 定 資 産 税 1.4/100

  常　滑　市 　三菱東京ＵＦＪ銀行常滑支店

 歳                            入           性         質        別        歳         出

構 成 比 経 常 収 支 比 率

地 方 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

特別地方消費税交付金

軽油 ･自動車取得税交付金 

地方特例交付金

地 方 交 付 税 

  小      計

交通安全対策特別交付金

市           町           村           税 目      的      別      歳      出

構 成 比   区      分 充当税等額

11,011,995 議 会 費 182,027

3,300,397 総 務 費 2,417,863

680,303 民 生 費 3,728,291

6,410,968 衛 生 費 2,090,939

149,535 労 働 費 6,572

470,792 農 林 水 産 業 費 467,339

商 工 費 360,820

土 木 費 1,563,040

消 防 費 750,587

教 育 費 1,290,581

災 害 復 旧 費 50,285

公 債 費 2,130,739

諸 支 出 金 388,835

前 年 度 繰 上 充 用 金

合     計 11,011,995     合        計 15,427,918

適       用       税       率       の       状       況   合  計

均 等 割

(1号)     50,000円 (6号)   400,000円

(2号)    120,000円 (7号)   410,000円

(3号)    130,000円 (8号) 1,750,000円

(4号)    150,000円 (9号) 3,000,000円

(5号)    160,000円

法人税割

9.7/100

市
町
村
民
税

個
人
分

 市 町 村 民 税

 固 定 資 産 税 99.8 25.9 98.5

 合      計
（税　全　体） 99.6 30.1 98.3

徴
　
収
　
率

市
町
村
民
税

法
人
分


